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（単位：千円）

前期 当期 前期比較

(H.27.3.31) (H.28.3.31) 増 △ 減

 ○ 流動資産 440,244 493,708 53,464

現金及び預金 435,148 487,055 51,907 国庫返納金の増

その他流動資産（前払費用等） 5,096 6,653 1,557 前払費用及び未収入金の増

 ○ 固定資産 5,112,141 5,362,332 250,191

有形固定資産 5,103,372 5,225,804 122,432

建物・構築物 2,046,415 2,164,871 118,456 資産取得の増

機械･装置・備品等 79,967 85,519 5,552 資産取得の増

土　地 2,975,415 2,975,415 0

建設仮勘定 1,576 - △1,576 平成27年度本勘定へ振替のため減

無形固定資産 8,727 125,415 116,688 資産取得の増

投資その他の資産 42 11,113 11,071

5,552,385 5,856,040 303,655

（負債の部）

 ○ 流動負債 437,754 429,453 △8,301

運営費交付金債務 350,048 0 △350,048
中期目標期間最終年度のため、運営費交付
金債務残高の全額を収益化したことによる減

その他流動負債（未払金等） 87,705 429,453 341,748 未払金の増

 ○ 固定負債 430,095 615,008 184,912

資産見返負債 430,095 611,218 181,122

長期リース債務 - 3,790 3,790
「統合システム」用サーバ機器リース開始によ
る増

867,849 1,044,461 176,612

（純資産の部）

 ○　資本金（政府出資金） 3,891,142 3,891,142 -

 ○　資本剰余金 787,972 854,809 66,836

資本剰余金 3,092,387 3,250,143 157,756
第一宿泊棟改修工事及び次世代センターの
敷金による増

損益外減価償却累計額 △2,304,414 △2,395,334 △90,920 建物等の減価償却による減

 ○ 利益剰余金 5,422 65,629 60,207

1,154 5,422 4,268 平成26年度当期未処分利益の振替による増

当期総利益 4,268 60,207 55,939
中期目標期間最終年度のため、運営費交付
金債務残高の全額を収益化したことによる増

4,684,536 4,811,580 127,044

5,552,385 5,856,040 303,655

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比  　較　  貸　  借　  対　  照　  表（対前年度比較）

（資産の部）

主な増減理由

　

　

　

資 産 合 計

積　立　金

純 資 産 合 計

負債・純 資 産 合 計

負 債 合 計

 ２



（費用の部）                 （単位：千円）

前期 当期 前期比較

増 △ 減

 ○ 経常費用 1,028,060 1,352,545 324,485

   業務経費（教育研修事業費） 443,754 698,275 254,521
H23～26分の運営費交付金債務執行に
よる増

   一般管理費 184,884 195,146 10,262
H23～26分の運営費交付金債務執行に
よる増

   人　件　費 397,488 390,028 △7,460 人事院勧告による増及び退職手当の減

   雑  損 1,934 69,096 67,162 改修工事に伴う撤去処分費の増

 ○ 臨時損失 2,529 4,447 1,918 固定資産除却損の増

 ○ 当期総利益 4,268 60,207 55,939
中期目標期間最終年度のため、運営費交付
金債務残高の全額を収益化したことによる増

1,034,856 1,417,199 382,343

（収益の部）

 ○  経常収益 1,034,856 1,357,015 322,158

    運営費交付金収益 825,503 1,052,087 226,584
H23～26分の運営費交付金債務執行に
よる増

　　施設費収益 - 90,742 90,742
施設整備費の改修工事にかかる費用の
増

    自己収入（施設運営収入等） 163,401 161,290 △2,111 雑益の減

    資産見返負債戻入 45,952 52,895 6,943 固定資産取得の増

 ○ 臨時利益 - 60,185 60,185
中期目標期間最終年度のため、運営費交付
金債務残高の全額を収益化したことによる増

1,034,856 1,417,199 382,343

　

※ 　各項目毎の単位未満の端数については、四捨五入しているため、合計欄が一致しない場合があります。

比    較    損    益    計    算    書（対前年度比較）

主な増減理由
(H.26.4.1～

27.3.31)
(H.27.4.1～

28.3.31)

費 用 合 計

収益 合 計

 ３



（単位：千円）

予　算　額 決　算　額 差引増△減額 備　　　　　　考

 （収　入）

(a) (b) (b)-(a)

 事業費収入 1,150,490 1,165,949 15,459

 運営費事業関係収入 1,150,490 1,165,949 15,459

 運営費交付金 1,004,659 1,004,659 -

 自己収入 145,831 161,290 15,459 宿泊料収入等の増

 施設整備費 242,008 241,920 △88

1,392,498 1,407,869 15,371

 （支　出）

(a) (b) (a)-(b)

 事業費 1,150,490 1,457,010 △306,520

 運営費事業 1,150,490 1,457,010 △306,520

一般管理費 201,229 220,252 △19,023
H23～26分の運営費交付金債務執行による
増
（研修環境の充実のための整備等）

(21,673) (0) (21,673)

421,779 390,028 31,751

 施設整備費 242,008 241,920 88

1,392,498 1,698,930 △306,432

（注）　１．人件費の（　）は、退職手当の額を内数で記載している。

２．各項目と合計欄の金額は、四捨五入の 関係で一致しないことがある。

△319,248
H23～26分の運営費交付金債務執行による
増
（研修環境の充実のための整備等）

 人件費 職員数の減

合　　　　計

平 成 ２７ 年 度 決 算 の 概 況

区　　　　　分

合　　　　計

 業務経費 527,482 846,730

 ４
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